











































































































































































































































研究者はその被災地が 10 年後、20 年後、30 年後にどうなるかをずっと追いかけていくはず
です。人道支援団体がお願いしなくても、研究費を渡さなくても、自分で研究費を工面して研
究し続けるはずです。
　人道支援では撤退した後のフォロ アーップが問題になりますが、私の提案はこの問題の解
決にも繋がります。最初に被災地に地域研究者を連れていけば、後は自分たちで研究していく
はずです。被災直後は数ヵ月に一回程度、1、2年たったら年に一回程度、さらに長期化したら
2年に一回ずつといった感じで、その地域研究者を招いて復興状況についての報告会を行え
ばいいんです。すべての地域研究者が人道支援に馴染むとは限りませんが、そうやって長期的
に地域研究と人道支援が関わる場を作っていくことで、人道支援に馴染んだ地域研究者が少
しずつ増えていくし、何かあったらこの人に頼めるという人も確保できることになります。
　さきほど言った『家庭の医学』に絡めて言えば、「かかりつけ」の地域研究者を持つというこ
とになります。そのためにはまず地域研究者を被災地に連れていってみるということです。行く
前には忙しいとか業績にならないとか消極的なことを言うかもしれませんが、いったん連れて
いってみれば驚くほど変わるはずです。今回私がいただいたお題に対して正面からお答えする
ことにはなっていませんが、以上のように考えてみました。
石井　山本さん、ありがとうございました。桑名さんは、プロジェクト主義に陥る弊害として、
プロジェクトが意図しない社会全体への影響について述べられましたが、山本さんのご報告は、
最初の事例などは、社会全体に対するインパクトがもう少しわかっていれば、そのプロジェク
トの意義が、逆に評価された事例であるかと思いました。社会全体へのインパクトというとき
に、かかりつけの地域研究者が、今後もしかしたら活躍する可能性があるかもしれないとお話
を伺いました。ありがとうございました。
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Ⅲ　共生人道支援最終シンポジウム「被災社会との共生を実現する復興・開発をめざして」
